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◼ 創業期から、成長期、成熟期に至る、中小企業の成長ステージに合わせ、幅広い支援メニューを提供。

◼ 地域の自治体や支援機関、国内外の他の政府系機関と連携、中小企業の成長をサポート。

中小機構の支援

■支援内容
   経営全般、販路開拓、海外展開、事業承継、事業継続、

創業・スタートアップ、災害対策、人材育成 など

■支援手法
   相談への助言、プロジェクトへの専門家派遣、研修、
   マッチング、共済制度 など

中小機構の支援体制

■本部のほか、全国10カ所に事業拠点
 中小企業大学校（研修施設）９校

■職員 822人（令和7年4月現在）
 外部専門家 約3,000人
（大手企業OB、中小企業診断士、公認会計士、弁護士など）

■地域の自治体や中小企業支援機関との連携

中小機構は、中小企業や地域社会の皆様に多彩なサービスを
提供することを通じ、豊かでうるおいのある日本を作るために、
貢献致します。

✓ 中小機構HP https://www.smrj.go.jp/

中小機構の支援体制

基本理念

https://www.smrj.go.jp/
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中小企業の経営課題に応じた幅広い支援メニュー

⚫ 創業から企業の成長・発展、事業の継続までを総合的に支援

⚫ 全国ネットワークを活かして高度・広域な支援を推進

⚫ 支援ノウハウを活かして、地域の支援機関の支援機能の向上を支援

⚫ 地域の支援機関、大学、金融機関等と連携して中小企業を複合的に支援

⚫ 全国約3000名の専門家や中小企業支援に精通した職員等の人的資源を活用

『我が国で唯一の中小企業政策全般にわたる総合的な実施機関』
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IT化・DX支援施策のご紹介
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ビジネス環境の変化とＩＴ化・DX推進

業務効率化
省人化

組織・ビジネス
モデルの改革 顧客起点の

価値創出
コスト削減

BCP対応

◼ 不確実性の高い時代を背景に、企業には、経営環境の変化に柔軟に対応して組織・ビジネスを変革し、
新しい価値を生み出していく変革力が求められてきています。

◼ ＩＴ化による業務効率化、デジタルデータ・技術を活用して自社の競争優位性を高めていくＤＸ推進
の重要性がますます高まりつつあります。

価値観の異なる

新たな市場

人手不足・

人件費上昇

原料高・

物価高騰

テレワー
ク普及・

働き方改
革

温暖化・

災害増加

コロナ禍・

生活様式の変化

既存システム

老朽化・

法制度改正

技術革新・

AI技術の発達

競争上の優位性の確立
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出所：「DX支援ガイダンス - デジタル化から始める中堅・中小企業等の伴走支援アプローチ 概要版」
（経済産業省）
https://www.meti.go.jp/press/2023/03/20240327005/20240327005.html

支援機関等のための「ＤＸ支援ガイダンス」

◼ 中堅・中小企業等には人材・情報・資金が不足しており、独力でDXを推進することが難しい側面がある
と分析し、金融機関等の支援機関を通じて中堅・中小企業等のDXを支援する「新しいアプローチ」に
大きな期待が寄せられています。
✓ 2021 年銀行法等の一部改正：銀行本体の付随業務として企業のデジタル化や地方創生等に資する業務(地域活性化等支援業務)を追加

中長期的支援により、最終的に
支援対象企業を自走させること
を目指すアプローチ

支援機関における
DX支援人材の育成は急務
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３つのステップでＩＴに関する経営課題を支援

専門家の支援を受け基幹システムの導入を推進する！

自社のIT導入に関する課題を整理する！

IT戦略ナビwith

ITに関する補助金等公的施策や
事例等を調べる！

J-Net21

業務用アプリや導入事例を探す！

ここからアプリ

ebiz(オンライン講座等)

ECに関する情報を収集する！

隙間時間でITの基礎知識を身に付ける！

ちょこゼミ

IT人材育成研修(中小企業大学校)

社内IT化を検討・推進するため、
集合型研修でIT人材を育成する！

社内IT化を検討・推進するため、
オンライン研修でIT人材を育成する！

IT/DXセミナー

IT関連知識・ノウハウを習得する！

IT人材育成研修(WEBeeCampus)

ITを含む経営全般について専門家に相談する！

経営相談

補助金を活用しITを導入する！

IT導入補助金

ハンズオン支援（IT）

IT経営サポートセンター

ITに関する課題を整理しIT化の方針を検討する！

海外マッチングスクエア

J-GoodTechで海外企業のニーズを探す！

EC活用支援パートナー

ECサービス・ツールを検索し、出店する！

生産工程のロボット化・デジタル技術活用に取り組む！

生産工程スマート化診断

知る

学ぶ

実行する

ECポケットガイド

EC活用のノウハウを体系的に習得する！

導入に向けてITツールを試用して評価する！

IT支援アドバイザー派遣
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デジwith

デジタル・IT化をサポートするポータルサイト

※今回ご紹介する施策
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デジwithのご紹介 ～2025年４月開設～

◼ ２つのＩＴ化支援に関するWebサイト、①ＩＴプラットフォームと②みらデジを統合し、デジタル化・
ＩＴ化支援について一元的に情報発信するポータルサイトとして令和７年４月に開設しました。
※登録不要、無料でどなたでもご利用可能

◼ 課題の整理、課題解決ツールの選定、導入に向けた検討、各種情報収集まで
取組みにおける各段階でご活用いただける支援策をご用意しています。

◼ 支援機関のご担当者が、事業者のデジタル化・ＩＴ化を支援する際にご活用頂くことを想定しています。

デジwith    https://digiwith.smrj.go.jp/  
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IT戦略ナビwith ～IT課題とソリューションを可視化～

◼ 事業者への気づきを与える【同業他社比較】と、自社の経営課題から最適なITソリューションを提案す
る【IT戦略マップ作成】の２つの機能を提供しています。※同業他社比較データはみらデジの回答データ約９万件を活用

◼ 【IT戦略マップ作成】は、ＩＴ導入補助金2025の加点要件（申請の際に結果画面を添付（PDF））

「どのようにITを活用したらビジネスが成功するか？」

自社のスローガンやビジョンを
明確にし、入力

戦略の視点

経営の視点
取り組み＆解決すべき経営課題

業務の視点
経営課題を解決するために取組みたい問題
問題解決に向け期待されるＩＴ活用の効果

IT活用の視点
課題解決に役立つと思われる
ＩＴソリューション

戦略マップ

⚫ 同業他社と比較した場合の、自社のデジタル化の取組状況や意識について把握
⚫ 自社課題に合ったＩＴソリューションと導入スケジュール(例)を把握
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IT戦略ナビwithの活用イメージ

◼ 事業者が直接利用するだけでなく、支援機関の方がヒアリングする際などに活用いただき、事業者に
気づきを与えたり、その後の支援に繋げることも想定

◼ パソコンやスマホを使用できない環境下では、“ヒアリングシート”を印刷して活用し、後ほどパソコン
やスマホから入力してマップを作成することも可能
✓ 2025年10月時点で利用可能なヒアリングシートはIT戦略マップのみであり、同業他社比較マップ

については2026年1月以降にリリース予定

9

同業他社比較マップの設問

複数の金融機関様から取引先のヒアリングに
活用したいとのご依頼をいただきました

IT戦略マップ作成のヒアリングシート

⚫ IT戦略ナビwithページからDL、印刷可能
⚫ ヒアリングシートは業種別にご用意
⚫ パソコンやスマホが使えない状況でも、紙のアンケート
感覚で活用することが可能
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ここからアプリ ～業務用アプリ、事例、記事及び動画等を多数掲載～

◼ 審査を通過した業務用アプリを掲載しており、事業者の業種や目的から検索することができます。ま
た、他社の導入事例や支援者による支援事例も検索して閲覧できます。

◼ 最新トピック（DXや生成AIなど）について中小機構の専門家が執筆した記事を掲載している他、動画で
紹介・解説するミニ動画講座もご用意しております。

◼ 他にも業種別支援パッケージ（飲食業、観光業、理美容業）や、支援機関別のIT化支援特集ページなど、
事業者のIT化を進めるにあたってお役に立つコンテンツを多数掲載しております。

10

イラスト上に課題を整理
それぞれの課題について
デジタル化のポイントを解説

月２回メルマガを配信中！
最新情報をお届けします！

10分程度の動画コンテンツ
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◼ ＩＴ経営サポートセンターでは、実務経験豊富なＩＴの専門家が、事業者の状況に応じた課題の整理
や実践的なアドバイス・情報提供などを行います。

 例）「ＩＴ化の進め方がわからない」「自社にあったツールを探したい」「もっと有効活用したい」
◼ 企業のＩＴ化支援を担う金融機関、商工会・商工会議所等の支援機関のサポートも行っています。

無料・オンライン・何度でも
Point

01

もやもや型からハッキリ型まで
Point

02

支援機関による相談・同席が可能
Point

03

IT経営サポートセンターのご紹介

https://it-sodan.smrj.go.jp/
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ご参考）IT経営サポートセンター 相談事例

https://it-map.smrj.go.jp/

紙（勤怠管理、売上管理、請求書等）の使用が
多くペーパーレスを進めたいが、現在の仕事
への影響を最小限として効率的にペーパー
レスを実現できる進められるのか判断が
つかない。 

色々とツールは入れているものの十分に活かせてない。
Excelでの業務に限界を感じているが、何から取り組
んだら良いか。

◼ 業務領域毎に様々な視点から利用できそうなシステムについて説明を聞くことができた。 

◼ 既存システムについて、より活用するための具体的な検討をすることができた。 

◼ 業務課題に対応できるシステムについて、導入～運用の流れや進め方、対応すべき課題を
具体的に知ることができた。 

ＩＴ利活用の必要性は感じているが、自社にどのよう
な課題があって何をどう取り組んだらよいかわからない。 

Excelで仕入台帳・売上台帳・請求明細を入力している。
売上台帳と請求明細の重複入力等が発生しており、
ExcelのSheetやファイルが分かれているため
データの分析も難しい。
システム導入をして効率的な管理をしたい。

販売管理システムと会計システムとのデータ連携がしたい。

社内連絡ツールとして、現在活用している某SNSに替わ
るような、安全性と経済性のあるツールを導入したい。

重点項目としては会計、DX人材育成、
セキュリティ、販売支援、データ分析等が
あるが、何から取り組めばいいのか分からないため、ま
ずは専門家に相談し、話の中で解決策を見つけたい。

もやもや型 はっきり型

勤怠管理についてタイムカードを元にExcel集計
しているが業務負荷が大きい。働き方改革への
対応の必要性も感じており、勤怠管理システム
の導入を進めたい。
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ご参考）IT経営サポートセンター 支援機関による相談事例
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〈相談事例①〉 建築関連事業者様からのご相談 （※金融機関同席でのご利用例）

【相談内容】
• IT利活用の必要性は感じているが、何をどう取り組んだら良いかわからない

【状況】
• ホームページは過去にあったが、現在は閉鎖している
• 会計はfreee、社内連絡用にLINEを使用
• 他に、測量業務等のソフトウェアを使用

【支援内容】
• IT戦略ナビwithを利用してIT戦略マップを作成
• 経営視点、業務視点、IT活用視点で課題を整理
• 課題解決に向けたアドバイス

✓ 顧客管理はExcelでは限界があるため、システム導入のメリットがある
✓ 発注管理のシステム化による効果が見込まれる、スマホで参照できることがポイ
ント

✓ 集客についてはSNSの利用も考えられる
• 次回以降、顧客管理ツール、在庫管理ツールを中心に費用面も含めた情報提供を実施

もやもや型
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ご参考）IT経営サポートセンター 支援機関による相談事例
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〈相談事例②〉 行員様からのご相談 （※支援機関単独でのご利用例）

【相談内容】
• 医療法人において、一般的に導入されているシステムの情報が欲しい
• 電子カルテに連動した自動精算機の情報が欲しい

【状況】
• 相談者は法人事業部で顧客のDX支援をご担当
• 顧客であるクリニックから自動精算機の導入検討にあたって色々教えてほしいとの要
望を受け、事前調査として当センターを利用

【支援内容】
• 顧客のシステム導入・IT利活用状況についてヒアリング（今回は未確認）
• 医療機関で使用されているシステムの種類を説明
• 病院の規模によってシステムが分かれており、クリニック向けは様々な機能が統合さ
れたクラウドタイプが多いことをアドバイス

• 複数の自動精算機を説明
• 県内の医療系システムに対応してるITベンダーに関する情報提供
• IT戦略ナビwith、ここからアプリなどをご案内 等

はっきり型
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https://www.smrj.go.jp/regional_hq/kanto/sme/c7moap000000k13x.html

関東本部担当アドバイザー一覧

IT経営サポートセンター専門家 （例）関東本部
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ITツールの試行を通じた導入支援（IT化支援アドバイザー派遣）

◼ IT経営サポートセンターでの相談を通じて経営課題・業務課題を解決するために導入したいITツールが具体化
した企業に対し、専門家が現地を訪問し、導入に向けた試行のサポートを行います。

◼ 現地を3回訪問し、企業の組織、環境、IT化方針などに応じて、導入候補ITツールを実業務に沿って試用し、
本番導入に向けた評価を支援します。

ITツールが実際に
現場の業務に合うか
不安がある・・・

IT活用の助言を受けたけど、
導入までの検討を独力で
進めるのは不安・・・

IT化の悩み
をサポート！

16
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IT化支援アドバイザー派遣の支援対象範囲

※試行ができないITツールは対象外となります。



©2025 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN 18

＜企業概要＞
◆ 企業名 ： 株式会社フィールディング
◆ 所在地 ： 東京都墨田区
◆ 事業内容： 衣料品製造・卸
◆ 支援者 ： 東京東信用金庫
◆ ＵＲＬ ： https://ittools.smrj.go.jp/case/flcjfa0000000i3a.html

身近な金融機関に相談することで、アナログ システム完全移行を実現

（金融機関）
⚫ 営業活動の中で、社長から事業拡大に向けて設備の増設や人員

増を検討しているという話を聞く

⚫ 同社は10年間で事業規模が約8倍に成長しているが、受注はすべ
て電話、仕入れや請求管理も社長が一人で対応している

（社長）
⚫ 業務の限界は感じていたがITに強い抵抗感（業界も遅れてる）

⚫ 何から手を付ければいいか分からない

きっかけ

⚫ 中小機構の“IT経営簡易診断”（※IT経営サポートセンターの前身
であり、現在は終了）、“IT化支援アドバイザー派遣”を利用

⚫ IT戦略マップや業務フローを作成して課題を見える化

⚫ 中小機構から販売管理システムを複数提示

⚫ 運用イメージができるようにデモンストレーションを実施しつ
つ、フィットするツールを選定

⚫ ツール導入後も継続的にフォロー

取り組み

⚫ 請求書、顧客、仕入を別々に管理していたが一元化することによって作業時間を大幅に短縮できた
⚫ 別エリアの事業所ともリアルタイムにデータを共有できるので、会社全体で一元管理が可能になった

（良かった点）
⚫ IT戦略マップや業務フローを作成することで自社の課題を明確にすることができた
⚫ 金融機関と「次はこの課題に取り組もう」と目標を立てて一つずつ改善を進められた

成果

ご参考）IT化支援アドバイザー派遣制度の利用事例

https://ittools.smrj.go.jp/case/flcjfa0000000i3a.html
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◼ 具体的に課題やIT導入の可能性が見えてきた企業向けには、経験豊富な専門家を派遣し、経営課題の解決を
サポートする伴走型支援の仕組みを設けています。

◼ ITに関連する経営課題の把握から解決までのプロセスを自社で遂行できるようアドバイスを行っています。

専門家派遣による伴走型支援（生産工程スマート化診断・ハンズオン支援）

生産工程スマート化診断

-ロボット（自動化）・IoTの活用可能性をご提案-

専門家が訪問し、ロボット（自動化）・IoT・デジタル技術の導入を提案する
全3回の無料支援です。
・「作業」と「情報」の視点から、生産工程の現状を客観的に把握・分析します。
・課題の整理・可視化を行うとともに、ロボット（自動化）やIoTの活用可能性を
ご提案します。

【支援の流れ等】

【1回目、2回目】

ヒアリング/工場見学
/ディスカッション

現状の課題、将来のありたい姿等のヒアリング、工場見学を行い、
今後のロボット（自動化）・IoTの活用に向けた課題を整理

中小機構支援チーム 企業担当者

業務フロー見直し、
仕組みづくり等の
ご提案

導入に向けた
取組実施へ

作業改善、工程改善等による生産性向上
将来的にはロボット導入・IoT化へ

【3回目】

ご提案

【診断後】

・ハンズオン支援を通じ生産性の向上を図りたい中小企業

・ロボット・IoTの導入により、生産性を向上させたい中小企業
対 象

ハンズオン支援事業（IT）

–経営課題解決の社内プロジェクトにアドバイザーが伴走-

【チーム支援×プロセス型支援で課題解決ノウハウを移転】
・支援チームメンバーが役割遂行しながら、プロジェクトの進捗管理・成果評価・派遣終了後のフォローを行う
ことにより、着実に成果を生み出す支援を行います。

・支援計画に沿って課題の把握から解決までのノウハウを移転するプロセス型の支援を行います。

支援計画を策定し、月2回の支援を4ヶ月～10ヶ月の間、継続して行います。
支援期間中は、派遣アドバイザーの派遣日数に応じ17,500円/日をご負担いただきます。
・ITを活用した課題解決やIT導入計画の検討、実際のIT導入・運用についてアドバイス
を行い、企業内のCIO候補者の育成を支援します。

・本気でDXに取組みたい中小企業に対し、中長期の伴走支援を行います。

・ 地域の中核企業および成長意欲のある中小企業
（中長期的な経営課題に、社内プロジェクトを組んで

主体的に取り組む意欲があること）
対 象
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講習会(勉強会）
の実施

支援計画の
擦り合わせ

20

「地域支援機関等サポート事業」・・・講習会の実施

◼ 地域支援機関の支援力向上、支援体制の構築を目的に、中小機構の職員・専門家が各種サポートを行う事業です。
◼ 地域の中小企業支援機関（商工会・商工会議所など）の支援機能や支援能力強化・向上に資する支援

ツールの提供や講習会等を実施しています。

◼ IT化やDXをテーマとした講習会の実施も行っています。

支援機関の
課題を把握

支援の流れ

実施後の
フォローアップ

・ リアルまたはオンライン
・ 1～2時間程度
・ 無料

IT・DXがテーマの講習会一例

はじめてのDX入門

中小企業・小規模事業者へのデジタル化支援について

デジタル化支援のための実践研修

事業者のデジタル化における伴走支援のポイント
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中小企業のDX推進に関する調査（2024年）～理解度・必要性～

◼ 中小・小規模企業におけるDXへの理解や取組み状況を把握することを目的として、中小機構が行って
いるWebアンケート調査（2022年～、n=1,000）

（n=492）
※前問「DXに対する理解度」について、“理
解している”、“ある程度理解している”と回
答した492社に対しての質問

• 73.2%がデジタル化を”必要だと思う”また
は”ある程度必要だと思う”と回答

DXの必要性

（n=1,000）
• “理解している”、”ある程度理解している”
と回答した企業は49.2%と全体のほぼ半数
を占めている

• 前回調査は49.1%だったため、ほぼ横ばい

DXの理解度
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中小企業のDX推進に関する調査（2024年）～取組状況～

◼ DXに取組む企業は増加傾向にあるが、小規模事業者では74.5%が消極的な回答

DXの取組状況

（n=1,000）
• “既に取組んでいる”企業は18.5%と前年比
で3.9ポイントアップ

• “取組みを検討している”企業は23.5%であ
り、前年比で6.9ポイントアップ

DXに取組んでいる企業が増加している
一方で、取組む予定はない企業も30.9%存在

取組状況（従業員規模別）

• 従業員規模101人以上では、”既に取組んで
いる”、”取組みを検討している”企業が
71.9%と高い一方、20人以下の小規模事業
者では25.4%と低くなっている

• いずれの従業員規模においても、前回調査
時に比べて取組んでいる企業が微増

• 従業員規模20人以下の場合、74.5%が取組
みに消極的な回答となった
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中小企業のDX推進に関する調査（2024年）～DXに取組むに当たっての課題～

DXに取組むに当たっての課題（全体）

DXに取組むに当たっての課題（従業員規模20人以下）

• 課題上位の人材不足については、前回調
査と比べてIT人材が28.1%→25.4%、DX人材
が27.2%→24.8%といずれも下回った

• 一方で、「情報セキュリティの確保が難
しい」が10.6%→14.0%と3.4ポイント上昇
しており、フェーズが進んでいることが
窺える

（n=522）
• 昨年度最多の「何から始めてよいかわか
らない」は27.7%→18.7%と9ポイント下
回ったが依然として相当数存在する

• 今年度最多は「予算の確保が難しい」で
あり、それに次ぐ「具体的な効果や成果
が見えない」が19.8%→22.2%と2.4ポイン
トアップした
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中小企業のDX推進に関する調査（2024年）～期待する支援策～

DXの推進に向けて期待する支援策

• 前回調査と変わらず「補助金・助成金」
が41.6%と最多だが、7.7ポイント下回った

• 「専門家の派遣」や「経営相談」、「セ
ミナーの開催」や「研修」などに対する
期待が高まっている

◆ DXに対する理解度や必要性については前回調査からほぼ横ばいであるが、取組みは従業員規模に拠らず進んでいる
31.2%→42.0%（10.8ポイント上昇）

◆ 一方で、「取組む予定はない」と回答した企業が30.9%存在しており、特に従業員規模20人以下の小規模事業者にお
いては、「取組む予定はない」が47.0%、「必要だと思うが取組めていない」が27.5%と、合わせて74.5%がDXの取組
みに対して消極的な回答となった

◆ ハードルになっているのは「人材不足」、「予算の確保が難しい」の他、小規模事業者を見ると「何から始めてよ
いかわからない」や「具体的な効果や成果が見えない」などDXに対して不透明感を感じている企業も依然として多
く存在している

◆ 支援については資金面のニーズが最も高いものの、IT・DX人材育成のための研修やセミナー、経営相談、専門家の
活用など多様な支援ツールの継続的な展開が求められる

◆ 取組みに消極的な小規模事業者に対しては、DXが必要な理由やメリットを具体的かつ丁寧に示していくことが重要

まとめ


